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序     文 

 

日本国政府は、モンゴル国政府の要請に基づき、モンゴル国ウランバートル市地震防災能力強化プ

ロジェクトを実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構がこのプロジェクトを実施すること

としました。 

当機構はプロジェクト開始に先立ち、本プロジェクトを円滑かつ効果的に進めるために平成 23 年

9 月 25 日から同年 10 月 6 日までの 12 日間、当機構地球環境部水資源・防災グループ防災第一課長

中曽根士郎を団長とする詳細計画策定調査団を現地に派遣しました。 

調査団は本プロジェクトの背景を確認するとともに、モンゴル国政府の意向を聴取し、本プロジェ

クトに関する協議議事録に署名しました。 

本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定しているプロジェクトに資

するためのものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 24年 1月 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部 

部長 江島 真也 
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略 語 表 

NEMA National Emergency Management Agency 国家非常事態庁 

EMDC The Emergency Management Department of 

the Capital City 

ウランバートル市非常事態局 

GOM Government of Mongolia モンゴル国政府 

WB World Bank 世界銀行 

DP Development Partner 開発パートナー 

GIS Geographic Information System 地理情報システム 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人 国際協力機構 

UB Ulaanbaatar ウランバートル 

UNDP United Nations Development Programme 国際連合開発計画 

UNISDR United Nations International Strategy for 

Disaster Reduction 

国際連合国際防災戦略 

UN-HABITAT United Nations Human Settlement Programme 国連人間居住計画 
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第1章 詳細計画策定調査の概要 

1-1 要請の経緯 

モンゴル国は、人口約 278 万人（2010年、モンゴル国家統計委員会）、一人当たり GDP2,207 米ド

ル（2010年速報値、世界銀行）、国土面積は 156万平方キロメートルの内陸国で、主な自然災害とし

ては暴風雤や洪水などがある。しかし、2005年以降、首都であるウランバートル（以下、UB という）

市において、無感地震が増加傾向にあり、2009 年から急激に増加していることが、モンゴル国科学

アカデミー地球物理学研究所地震学研究部（以下、科学アカデミーという）の発表により明らかにな

っている。また、2010年にフランスの研究機関が中心となって実施された調査では、UB市近郊は新

たに確認された断層を含む 4つの断層に囲まれており、マグニチュード 7クラスの地震が発生する可

能性が指摘されている。さらに、科学アカデミーが 2000 年に実施した調査では、現状の建築物の耐

震性・耐久性ではマグニチュード 7規模の地震が発生した場合、300以上の建物、被災者 6万人規模

の被害が出ることが予測されている。 

このような震災リスクを抱える中、モンゴル国は 2010年度に、「防災対策能力強化プロジェクト」

を我が国に要請した。 

1-2 調査団派遣の経緯と目的 

1-1のような震災リスクを抱える中、モンゴル国は 2010年度に、「防災対策能力強化プロジェクト」

を我が国に要請したが、要請内容が多岐に亘っており、内容の精査が必要なことから、モンゴル国の

地震防災に関する政府の取り組みを確認し、案件形成を行うことを目的とし 2011年 7月に情報収集・

確認調査団を派遣した。同調査において、モンゴル国側関係機関と協議した結果、地震災害対策のう

ち、総合的な地震リスクマップ作成及びそれを踏まえたソフト面の防災対策を中心とする内容に絞っ

て協力すること、2004 年に国家非常事態庁（以下、NEMA という）、2010 年にウランバートル市都

市開発局耐震対策課が設立されており、地震災害対策に関する実施体制が整備されていることが確認

された。 

以上の背景を踏まえ、本プロジェクトは開発調査型技術協力プロジェクトとして、2011 年 9 月に

2011 年度年央採択されたことから、本プロジェクトの具体的協力内容を検討するために、以下の 2

点を目的として詳細計画策定調査を行った。 

 プロジェクトの範囲・内容、及び実施体制について検討し、先方関係機関と合意形成を図る。 

 先方負担事項・対応事項を中心に、ミニッツの記載内容について先方関係機関に説明し、理解

を得る。 
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1-3 調査団の構成 

名前 担当 所属 滞在期間

中曽根　士郎 調査総括 JICA地球環境部水資源・防災グループ 9月29日～

防災第一課　課長 10月6日

竹谷　公男 技術総括 技術士（建設部門、情報工学部門） 9月29日～

客員専門員 10月5日

楢府　龍雄 ノンエンジニアド 建築士（一級）、工学博士 9月25日～

建築構造物耐震評価 国際協力専門員 10月5日

石山　祐二 RC建築構造物耐震評価 北海道大学名誉教授、工学博士 9月25日～

10月6日

山田　伝一郎 道路・インフラ耐震評価 JICA経済基盤開発部運輸交通・情報通信グループ 9月25日～

運輸交通・情報通信第三課 10月2日

貝谷　一樹 調査工程管理/防災行政 JICA地球環境部水資源・防災グループ 9月29日～

防災第一課　職員 10月6日  

1-4 調査日程 

付属資料 1のとおり 

1-5 主要面談者 

付属資料 2のとおり 

1-6 調査の方法・範囲及び内容 

今次詳細計画策定調査では以下の事項について調査、協議を実施した（調査結果については第 2

章以下に記述している）。 

（1） UB 市における建築構造物、道路構造物における基礎情報の保存状況及び実施体制について情

報収集を行う。UB 市内に現存する建築構造物、道路構造物に関する耐震、及びリスクマップ

作成時に必要となる情報の整備状況及び担当部署等のモ国側の管理体制について確認を行い、

本体プロジェクト実施時の業務量分析、及び管理体制の確認を行う。 

（2） モンゴル国との間で協力内容・実施体制（含むモンゴル国負担事項）についての検討・合意形

成を図る。 
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第2章 調査結果概要 

2-1 主要関係機関 

（1） NEMA 

2004年に防衛国家委員会、消防局、国家備蓄庁が統合され、NEMA が設置された。NEMAは、

国家の防災、救助、災害対応、復旧を担当し、本分野における法律・政策に携わる機関（UNDP

が設立支援）で、21 県＋UB 市（UB 市非常事態庁）にも現地組織をもち、各組織が現地での計画

策定・実施を行う。 

（2） UB 市非常事態局（以下、EMDCという） 

NEMA の活動に合わせ、市への対策を考案・実施する部署として設置。UB 市の関係機関を巻

き込んだ UB 市防災計画の策定（毎年 1 月に改訂）及び災害に対するリスク管理及びそれに伴う

防災に対する取り組み（避難訓練の実施をアジア防災センター（以下、ADRC という）や COE

（Center of Excellence）の支援を受けて小学校や病院で実施）を担当している。 

（3） 道路・運輸・建設都市計画省（以下、MRTCUD という）建築・住宅・公共ユーティリティ政

策局 

建築・住宅・公共ユーティリティ政策局は、法律・基準企画等の政策の策定部門。防災の観点

からは、2011年 2月に住宅法を改訂。国家専門監査局が指定した立ち入り禁止の住宅についての

定義を改訂した法律の中に追加。 

（4） MRTCUD 土地管理建築測地局（以下、ALaGAC という） 

ALaGAC は MRTCUD の実施機関として、技術基準の作成、建築許可申請の審査、公共ユーテ

ィリティ行政、及び地震入力のハザードマップを含む建築基準の作成を担当しており、防災の観

点から、ハザードマップの改訂作業の基準を 2011年に更新する予定としており、同作業は科学ア

カデミー作成の震度マップ完成・承認を待ってから行う予定とのこと。また、耐震リスク評価等

の設定も検討している。 

（5） 国家専門監査局 

建築構造物、道路構造物について監理、及びすべての構造物の耐震性の評価を行う部門。現在

は、2011年 2月に改訂された住宅法及び市の建築・耐震対策課（2-1（6）に詳細記述）などから

の調査報告書を基に、1970 年代以降に建設された建築物（260 棟）について再度、簡易な調査を

独自で行い、取り壊し決定の判断をしている。また、建築許可の発給、及びユーティリティ関係

（下水、石油施設、都市計画など）の監査を担当。同時にそれらのデータを保有もしている。 

（6） UB 市建設・都市計画局建築耐震対策課 

2010 年 4 月に新しく設立。主な業務内容は地震マップの改訂（2011 年 11 月に案を提出予定。

現在、科学アカデミーに発注依頼中）及び市内のアパートの耐震強度の検査（国家防災機能向上

活動計画の活動に含まれている）の実施である。2011年 12月までに 42棟のアパートをサンプル

として耐震強度検査を実施中（7 月時点において、20 棟のアパートを実施済み。調査内容は、シ

ュミットハンマーによるコンクリート調査、鉄筋の探査、建物の微動測定の非破壊試験）。調査は
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直営で実施しており、調査の実施から報告書の作成まで全て当課職員が行っている。 

（7） UB 市道路局 

UB 市内の道路橋維持管理の実施機関。国家専門監査局が保全計画を立案し、UB市の道路局が

調査、補修等の維持管理を実施している。詳細計画策定調査時点では、市内のいくつかの橋梁（10

橋程度）について、2003年に行った詳細調査の結果を国家専門監査局が保有している。 

（8） UB 鉄道 

UB 鉄道は、ロシアとモンゴルが共同で出資する民間会社であり、鉄道橋の維持管理を実施し

ている。このため、資料収集、現地踏査等の協議・確認は、UB鉄道及び鉄道庁（Railway Authority）

とも行うことが必要と考えられる。また、いくつかの橋梁は軍当局により監視されているとのこ

と。現地調査等を実施する際は、事前に十分な協議が必要となる。 

（9） 科学アカデミー 

モンゴルにおける宇宙・地理（地盤等）に関する研究を行っており、モンゴルにおける地震情

報・地盤情報が集約されている研究所。現在は近年増加している地震の研究に注力し、近年新し

く発見された UB 市直下断層（以下、エミールト断層という）についての調査を喫緊の課題とし

て位置づけている。また、2-1（6）の建築・耐震対策課から、2011年 11月までに UB 市の震度マ

ップの作成を請け負ったり、2011年 3月に設置された震災予防常務委員会の委員も選出されたり

と、国・行政との繋がりも非常に強い。 

2-2 UB 市における防災の現状 

2-2-1 防災の観点からの建築構造物 

（1） 概観 

UB 市においては、地震に対して脆弱な建築物が多く存在する。住宅は集合住宅がほとんどで

あり、構造は、無補強れんが造（3～5 階、壁厚は 51,61,83cm）PC パネル造（5,9,12 階）、中高層

住宅（ラーメン造）、中高層住宅（一体打の壁構造）、ラーメン造（耐震壁のないものもあるが、

耐震壁を取り入れた構造も見られる）に分類される。鉄骨造の建物は確認する限り見られなかっ

た。集合住宅は、ソ連時代に造られたもの、耐震規定のなかった時代のもの、耐震規定設置（2003）

以降の最近のものなどのタイプに区分でき、同一タイプは同レベルの耐震性能を有していると思

われる。図面などは旧い時代のものも含め保管されているとのこと。 

（2） 建築許可制度 

ALaGAC の建築物品質安全課が審査業務を担当し、許可の発給は国家専門監査局が実施。同課

が、約 100 名の非常勤エキスパートにより、建築許可申請を審査し、窓口となって、都市ユーテ

ィリティ・サービスについて、それぞれのサービス提供機関（上下水道、電気、電話、温水。ガ

スはなし）に審査を依頼している。図面等の書類が完備し、各機関からの了解を得た時点で、書

類を一括して国家専門監査局に提出して、建築許可を得る。 

（3） 建築基準 

ALaGAC 技術基準・基準作成課が、公募により選定された民間機関（構造基準の場合は、モン

ゴル構造技術者協会（専門家の団体））により作成された基準案を、科学技術委員会に諮った上で、
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承認。現在、膨大な数の基準の作成を進めている。 

2-2-2 防災の観点からの道路構造物 

（1） 概観 

道路橋は、ほとんどが RC 単純 T 桁橋で、1960～1980年代に中国または旧ソ連により建設され

ている。UB市道路局へのヒアリングを行った結果、橋長は、最大のものでも約 340m（Enkhtaivan

（平和）橋：中央部分が 3 径間のラーメン構造。1961 年中国により建造、2006 年に補修済。）で

あり、橋脚高も 10mを超えるものは無いことがわかった。また、複雑な構造形式（斜張橋、吊橋

等）の橋梁も存在しないことを確認でき、橋梁に関する図面、報告書等は古い時代のものも含め

て市内の図書館に保管されているとのことであった（有料で閲覧可）。建設当初のコンクリートの

品質管理が悪く、コンクリートのジャンカ、鉄筋露出、遊離石灰等が多くみられた。また、橋梁

の維持管理状態も悪く、洪水等で基礎部が露出している橋梁や変形し傾いている橋梁も確認でき

た。このことから、耐震評価を行う際には橋梁の状態の確認（目視検査、サンプルを抽出し材料

強度等の試験等）を行う必要があると考えられる。 

 鉄道橋についても、道路橋と同様に全てが単純橋である。鉄道が完成した 1954年に供用した橋

梁がほとんどであるため、供用後 50年以上が経過している。道路橋と同様に橋長は約 240mの橋

梁（トール橋：鋼 8 径間単純 I 桁橋。1954 年旧ソ連により建造。UB 市の東側でトーラ川を横過

する橋梁）が最大であり、大規模な橋梁、複雑な構造形式の橋梁は存在しない。橋梁に関する資

料（図面等）は、UB 鉄道が保有している。モンゴルでは、各家庭に配給するための温水が火力

発電所で製造されており、その燃料となる石炭、石油は、それぞれ中国、ロシアから鉄道により

運搬されているため、地震災害時に鉄道が被害を受けた場合は、各家庭に温水が配給できなくな

る等の被害が想定される。 

（2） 構造物概要 

① 道路 橋梁 約 55橋（付属資料 3のとおり） 

 カルバートボックス 1基 

 擁壁 1箇所（約 200m程度） 

道路橋は、木橋 2 橋を除いて全てが RC 橋（PC 橋を含む）である。鋼橋は、現在日本が無償資

金協力で建設中の太陽橋（2012年完成予定）を除いて市内には存在しない。ほとんどが単純桁橋

であるが、一部連続 BOX構造（マルチボックス橋と呼ばれている）が存在する。UB 市道路局か

らのヒアリングでは、この他に区が管理する歩道橋がいくつか存在するとのことであった（橋梁

数等は把握していないとのこと）。 

 その他、耐震評価を実施する際に留意する必要がある道路構造物は、カルバートボックス、擁

壁が存在することを確認した。関係機関は、正確な橋梁数を把握していないため、耐震評価を実

施する際は既存資料収集及び市内の全体的な踏査により数量、構造形式等を調査する必要がある。 

② 鉄道 橋梁 約 9橋（付属資料 4のとおり） 

 カルバートボックス 1基 

鉄道橋は、9橋のうち RC橋 5橋、PC橋 1橋、鋼橋 3橋である。いずれも、単純橋であり、複

雑な構造の橋梁は存在しない。橋梁は、本線部に 7橋（カルバートボックス含む）、支線部（火力

発電所へ向かう軌道）に 3橋存在する。 
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（3） 設計基準 

モンゴル国内で現在使用されている、または過去に使用された道路橋に関する設計基準は下記

の 4 種類があることを確認した。各設計基準間の相違点は確認できなかったが、それぞれに有意

な差がないことをヒアリングにより確認した。なお、これらの設計基準のうち耐震設計を行うこ

とを規定しているのは④の 2003年～現在の基準のみである。この基準では、耐震設計に使用する

設計水平震度として「0.1」が規定されている。それ以外の基準で建設された道路橋は耐震設計さ

れていないため、どの程度の耐震性能を保有しているかが不明である。耐震評価を実施する際は、

各設計基準について、事前に「許容応力度法」等に基づく耐震性の評価を実施する必要があると

考えられる。 

① 1937年～1962年 旧ソ連の設計基準を使用 

② 1962年～1984年 旧ソ連の設計基準を使用 

③ 1984年～2003年 旧ソ連の基準に準拠したモンゴルの設計基準を使用 

④ 2003年～現在モンゴルの設計基準を使用（耐震設計考慮） 

 

また、鉄道橋に関する設計基準は、旧ソ連の基準を使用しているとのことであった。鉄道庁へ

のヒアリングの結果では、耐震設計が規定されているとのことであったが、どの程度の地震を想

定しているかについては確認できていない。 

2-2-3 非構造物に対する防災への取り組み現状 

（1） 地震震度マップの作成 

国家防災機能向上活動計画の活動として、UB 市震度マップ作成があげられており UB市からの

委託により科学アカデミーが現在、震度マップを作成中である（2011年 11月完成予定）。作成下

の科学アカデミーは、2006 年に策定した 2万 5千分の 1の地震震度マップ（未承認のもの）を縮

尺のみを 1 万分の 1 にして、そのまま提出する予定である。エミールト断層については、現在想

定されている最大震度を 3 レベル上げる地震（モンゴル基準では震度 10を想定）となり、経済活

動へ与える影響が大きくなることが想定される。場合によっては遷都という議論にもなりうるた

め、本件の分析は慎重に行う必要があり時間を有することから、2011 年 11 月提出時には、エミ

ールト断層評価を震度マップには含めない予定であるが、提出時には、新たな断層の発見につい

ては最大震度 10が想定され、被害も相当なものとなる旨、提言する予定とのこと。 

承認プロセス及び時期 

 

 

 

 

 

 

 

（2） UB 市防災計画 

毎年 1月に防災に関連する 13の機関及び専門家が集まり、前年の計画をレビューし、新しい計

UB 市長委員会 

防災常務 

委員会 

2012年第 1 四期 

 

UB 市政府 

（科学アカデミードラフト作成） 

2011年 11月予定 
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画について共同で更新し、作成している（主に、更新箇所は予算部分及び人口増加のである）。計

画のコンポーネントは、発災前・発災時・発災後の観点から作成されている。改定されたものに

ついては、市長の承認が必要で、承認後、訓練の際の基本資料としての使用や地震リスク回避の

ために使用される。 

（3） 啓発活動 

2010年に ADRCの協力（日本の内閣府防災事業で支援）で、二つの学校で避難訓練を実施した

結果、学校関係者（教師及び生徒）の評判が良く、市民への地震への危機感を高めるためには有

効な手段であると判断できたため、今後は全国展開を進めるため、調整を行っている。UB 市全

域で展開を測りたいが、予算・人員の制約があり困難であるため、2011年度は UB 市内の二つの

地区で実施予定。 

2-3 団長所感 

今般のモンゴル側との協議を通じて、NEMA からの急な関係各機関への会議招集にも関わらず、

関係者が一堂に顔を揃えるなどモンゴル側の迅速かつ誠実な対応が印象的であった。また、我が国に

対する親近感と防災分野における先進国としての高い信頼と本協力への期待が感じられた。以下に若

干の所感を述べる。 

（1） EMDC以外の関係機関との協力体制の構築 

本プロジェクトの直接の実施機関は UB 市非常事態局であるが、実施にあたっては同市の建

築・都市開発・計画局の建設・耐震対策課をはじめ、国の機関である MRTCUD の関係部門、国

家専門監査局、科学アカデミー、通信庁などと協力体制が不可欠であり、ステアリングコミッテ

ィー（以下、SCという）及びワーキンググループ（以下、WGという）の設置を提案し了解を得

た。 

 EMDC は JICA の技術協力の受け入れは本プロジェクトが初めてであり、かつ関係者が多岐に

亘ることから、調整役を担う SCの議長には副市長がより適切であると判断した。  

 また、M/M の署名者に関しては、NEMA との協議の結果、NEMA の署名は不要とすることに

なったが、これは本プロジェクトの直接のカウンターパートである EMDCの顔を立てる一方、本

プロジェクトを重視するNEMAはM/Mに署名するか否かに関わらず、中央政府間の調整やEMDC

の予算面の確保などで全面的に協力するとの発言があり、これを尊重すべきと判断した。 

 以上に EMDC のみならず、副市長や NEMA の調整力を十分活用して効果的に進める必要があ

る。また、副市長は強いリーダーシップを有する一方、極めて多忙であることから、プロジェク

トの実施にあたっては、日ごろから前広な情報共有に留意を要する。 

（2） シナリオ地震について 

本プロジェクトの活動として予定しているリスクマップの作成にあたって、既存のモンゴル側

の震度予測に基づいて 2 種類のシナリオ地震を想定して実施するが、並行して国内有識者の協力

を得てエミールト断層の評価を行うことを検討する。 

本プロジェクトでは開始後約 12か月を目途にリスクマップの完成を想定しているが、改めて工

程を精査し適切なタイミングで評価を了し、要すればシナリオ地震規模の修正及びリスクマップ

への反映を検討する。 
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（3） 都市再開発との連携 

地震防災を効果的に推進していくためには、地域防災計画に加えて、建築物の耐震化や防災に

配慮した都市再開発を進める必要がある。このため、本プロジェクトにおいては、既存の中・高

層建築（3 階～15 階建を想定）の耐震化に関する制度や取組のレビューや実効性の改善に向けた

提言に加えて、地震防災や耐震化の推進に配慮した都市計画や都市再開発の提言を行っていくこ

とが求められる。 

（4） 関連する案件の成果の活用 

本プロジェクトの実施にあたっては、過去の JICAの支援（UB 市都市計画マスタープラン・都

市開発プログラム策定調査）や現在実施中の支援（モンゴル国都市開発実施能力向上プロジェク

ト、道路・運輸・建設・都市開発省シニアボランティア等）の成果を活用して効果的に情報収集

するとともに、本プロジェクトの進捗状況や成果についても共有していく必要がある。 

 また、今後 UB市を対象とした上下水道の FS 調査も予定されており、情報共有を図りつつ、効

果的に調査を進めていく必要がある。 

（5） 他ドナーとの連携、役割分担 

同国の防災分野ではいくつかのドナーが支援を行ってきたが、UB 市を対象としてリスクの想

定から地域防災計画のレビュー、耐震化の促進及び市民の啓発活動を含む地震防災を対象とした

包括的な支援は本件が初めてであるといってよい。 

 他ドナーの中で特に UNDP は NEMA の立ち上げ支援や応急対応の分野での支援で特に実績が

あり、2000年より実施してきている災害管理支援プロジェクトのフェーズⅢを計画しており、そ

の中で中央・地方政府の能力強化や UB 市の災害全般を対象とした応急対応計画等のレビューを

行うとの情報があり、引き続き情報交換を行っていく必要がある。 

 また、本プロジェクトでも主要なタイミングで行政、市民、及びドナーコミュニティ向けセミ

ナー・ワークショップを計画しており、同じくセミナー等を行うドナー等と適宜連携して効果的

に本プロジェクトの成果の発信を図っていく必要がある。 

（6） 本プロジェクトの市民への啓発、広報 

UB 市民に対して地震の災害リスクを認識してもらうために、視聴覚教材などの活用や、モン

ゴル語による本プロジェクトの PR のためのキャッチフレーズやプロジェクトの略称等があると

効果的であると思料する。 

（7） 本邦研修の有効活用 

EMDC の主要ポストである局長及び総務課長は JICA 本邦研修に参加した経験は無い（※来日

経験もなし）。阪神大震災以降の我が国の地震防災対策の経験は本プロジェクトにも大いに参考に

なると思料するところ、可能な限り本邦研修を有効に活用することを検討する。 
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第3章 本格調査の内容

3-1 調査内容（案）

（1） UB 市の総合的な地震リスクマップの策定
（2） UB 市地震防災計画の改定
（3） 地震に強い都市開発に向けた中高層建築物耐震ガイドライン案の提案

（4） 関係機関及び市民への地震災害能力強化と啓発

3-2 現地再委託（案）

現地再委託を想定している以下の項目については、当該業務について経験・知見を豊富に有する機

関、コンサルタント、NGO に再委託して実施することができる。

（1） ボーリング調査

・ 深さ（平均）30m×10箇所
・ 標準貫入試験含む。

（2） 微動探査

・ 市内 50 箇所で実施。
（3） 表層地質図の作成

・ 既存情報及び現地地盤調査の結果を基に、UB 市全域の表層地盤図を作成する。

3-3 調査工程（案）

3-4 調査団員構成（案）

（1） 総括/地震リスク評価/地震防災計画
（2） 建築構造・耐震評価

（3） 運輸交通・ライフライン施設耐震評価（道路・橋梁・上下水道・ガス・電力等）

（4） 耐震建築行政/地震に強い都市開発/土地利用計画
（5） GIS データベース/マッピング
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（6） 防災通信システム 

（7） 環境社会配慮/人材育成計画 

（8） 業務調整/地震防災計画補助/防災啓発 

3-5 本格調査実施上の留意事項 

（1） モンゴル国側の既存技術を最大限活かしたプロジェクトの実施 

2005 年の地震回数増加以降、モンゴル国は地震防災を重視しており、2004 年に NEMA を設立

し地震防災に係る体制を強化するとともに、2010年には UB市都市開発局内に耐震対策課を設置

するなど、様々な取組みを行っている。また、科学アカデミーにおいても自ら断層の調査をする

など積極的な取り組みを行っており、震度マップ作成及び耐震検査等に関する技術水準は一定程

度認められる。 

 他方で、表層地盤による地震動の増幅特性評価手法や地震動による建物被害予測手法など、い

くつかの点において技術的にさらに改善が求められるところがある。 

 本プロジェクトでは、これらの技術的にさらに改善が望まれる部分についてはコンサルタント

が指導しつつモンゴル国側カウンターパートに技術移転しながらプロジェクトを実施する一方で、

モンゴル国側が既に持っている技術で適切な実施が可能な部分については、最大限これを活用し

てプロジェクトを実施する。 

 これによって、モンゴル国側のオーナーシップを引き出し、プロジェクト終了後の自立発展性

を高める。 

（2） UB 市地震防災計画について 

UB 市は、前述のとおり UB 市防災計画を毎年改定しており、災害種ごとに分けて記載されてい

る（本計画は、国家機密に該当するため詳細計画策定調査時には内容未確認）。UB 市防災計画内

の地震防災計画の改定にあたっては、本プロジェクト終了後の計画の実施を見据え、確実な実施

を促すための措置を講じることを念頭に置く必要がある。具体的には、計画作成のプロセスに、

主な計画の実施主体となる EMDC、UB 市等の関係機関の参画を促し、作成する計画に対するオ

ーナーシップを醸成するとともに、これら関係機関間の緊密な協力関係の構築を促す等検討する。

また、作成する計画がモンゴル国の法令、行政組織体制、指揮命令系統、上位計画等と親和性の

高いものとなるよう配慮し、実施に移行しやすくなるための工夫を行う。さらに、計画に組み込

む事業の優先順位や費用を明示し、優先度が高く低コストの事業から選択的・段階的に実施でき

るよう配慮する。 

（3） 科学アカデミー作成の震度マップの活用 

本プロジェクト実施にあたっては、科学アカデミーが作成した震度マップを基に UB 市の総合

的な地震リスクマップを作成することとする。前述のとおり、モンゴル政府は現在、国家防災機

能向上活動計画の一環として UB 市震度マップを作成するため、科学アカデミーに委託して 2011

年 11月を目処に作成中である。これまでの科学アカデミーの実績や研究プロセス等を確認する限

り、震度予測については概ね問題ないものと考えられることから、プロジェクト実施に際しては、

本マップの地理情報等の精度の確認及び必要な情報を追加したうえで使用する。 

（4） シナリオ地震の設定 

（3）において言及した震度マップは、科学アカデミーによれば近年の調査で発見されたエミー
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ルト断層については、今次提出予定の震度マップには反映しないこととしている。しかし、フラ

ンスの研究機関の調査によれば、エミールト断層は UB 市で現在想定されている最大震度を 3 段

階上げるインパクトをもたらす可能性を示唆している。このため、本プロジェクトのシナリオ地

震は、2 種類（11 月末に提出されるマップ及び最大震度を 3 段階上げたもの）を想定し、総合的

な地震リスクマップを 2種類作成することとする。 

（5） プロジェクト実施体制 

本プロジェクトにおける主要なカウンターパートについては、EMDCとしているが、総合的な

地震リスクマップ作成等の活動の際の関係機関は多岐にわたることから、SC の他に、成果ごとに

WG を設置し、モンゴル国内の円滑な調整を図ることとする。現時点で想定される SC 及び WG

のメンバーは以下のとおり（R/D にて合意済み）である。コンサルタントは SC の運営・開催を

支援すると共に、WGを主体的に運営すること。 

① SC 

議長： UB 市副市長 

副議長： EMDC 局長 

SCメンバー： 

ア．中央政府 

NEMA 

国家安全保障委員会 

MRTCUD 都市開発・土地政策局 

MRTCUD 土地管理建築測地局 

MRTCUD 道路交通政策局 

MRTCUD 財政・協力局 

通信庁 

国家専門監査局 

イ．UB 市 

EMDC 

開発政策局 

道路局 

建築・都市開発計画局 

土地管理局 

都市デザイン室 

エンジニアリング局 

行政管理局 

ウ．その他 

科学アカデミー 

JICAモンゴル事務所 

JICA専門家（オブザーバー）（モンゴル国都市開発実施能力向上プロジェクト） 

在モンゴル日本大使館（オブザーバー） 
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② WG 

ア．総合的な地震リスクマップ作成グループ 

EMDC 

MRTCUD 土地管理建築測地局 

国家専門監査局 

科学アカデミー 

UB 市道路局 

UB 市都市開発計画局 

イ．UB 市地震防災計画改定グループ 

EMDC 

UB 市都市開発計画局 

ウ．中高層建築物耐震ガイドライン作成グループ 

MRTCUD 土地管理建築測地局 

MRTCUD 都市開発局 

国家専門監査局 

UB 市都市開発計画局 

エ．人材育成グループ 

EMDC 

MRTCUD 都市開発計画局 

通信庁 

 

（6） 国内支援委員会 

本プロジェクトの実施にあたって、JICA はプロジェクトの全般に渡る技術的な助言・指導を得

るため、本邦で国内支援委員会設置を検討している（専門分野は、RC 構造物、地震学、地震災

害、建築行政等を想定）（現在調整中）。プロジェクトの実施に際しては、JICA が主催する国内支

援委員会の運営に協力する。 

（7） 実施中プロジェクトの情報共有及び連携 

モンゴル国において JICAが実施中の「モンゴル国都市開発実施能力向上プロジェクト」では、

都市開発関連法の新規法案・改正案・実施細則案及び都市開発事業実施ための技術マニュアルの

策定を行っており、「3-1（3）」に関する有益な情報が得られると考えられるため、十分に情報収

集した上で、活動計画を検討するとともに、適時相互の情報共有や連携を図る。 

（8） 都市開発を通じた耐震化の促進 

本プロジェクトの「3-1（3）」においては、昨今 UB 市で顕著となっている中高層建築物の耐震

ガイドライン案を作成するが、効果的に都市建築物の耐震化を促進するためには、条件に応じた

各種インセンティブの付与が有効である。 

このため、「3-1（3）」においては、既存の制度のレビューを踏まえ、設計面でのガイドライン

にとどまらず、都市開発（特に再開発）を通じた耐震化を促進するためのインセンティブや具体

的な計画例などの方策を提案する。 



 

3-5 

（9） 他ドナーとの情報共有及び連携 

モンゴル国においては、UNDP、世銀、UN-HABITAT が、防災分野への協力を実施中である。

具体的には、UNDP はこれまで NEMA の設立やキャパシティ強化で実績があり、2000 年より実

施してきた「災害管理プロジェクト・フェーズⅢ」を計画している。また、世銀は、UB 市の洪

水対策分野の支援を計画しており、UB 市における総合リスクマップ作成の際の連携が求められ

るため、データフォーマット等の情報共有、及び連携に留意する。UN-HABITAT は、UB 市にお

いて、防災建築モデル事業を実施しているため、セミナーの共同実施等の連携について模索する。

本プロジェクトの実施にあたっては、これらドナーと情報共有及び可能な範囲で連携に努める。 

（10） ゲル地区防災計画の策定 

「3-1（2）」の中において、策定・改定が予定されている UB市地震防災計画策定について、ゲ

ル地区（UB 市内中心部の周縁に広がる住居地区。ゲルが住居の中心であるが、木造やレンガ造

の住宅が混在している）もその対象に含める。 

（11） 建設資材試験場の有効活用 

本プロジェクトでは、現在 UB 市内に建設中（2011 年 10 月時点、2012 年中完成予定）である

建築資材試験場を活用して、建築物に対する強度検査等を実施することを想定している。このた

め、単に試験機関として利用するだけでなく、モンゴル国の建築物の耐震化に向けて、技術者の

人材育成にも留意する。 

（12） 本邦研修の実施 

モンゴル側関係機関の能力開発支援の一環として本プロジェクトに参加する人員に対して本邦

研修を実施する。研修の目的は、日本の地震防災について研修員が理解を深め、プロジェクトの

円滑な実施促進に寄与するためである。研修内容は、1）地震防災に関連する法令・政策、国と自

治体とコミュニティ・市民の役割分担等に関する講義、2）気象庁による地震観測業務、緊急地震

速報等に関する講義・施設見学、3）自治体の地域防災計画の策定・実施の実情に関する講義、4）

自治体が行う災害図上シミュレーション訓練の見学、5）阪神淡路大震災記念・人と防災未来セン

ター及び防災館の見学、6）寒冷地における防災対策、7）都市の耐震化促進のための建築行政等

が想定される。研修計画の企画実施に際しては、習得した技術や知識が本プロジェクトで活用さ

れるよう留意する。 

（13） Cellphone Broadcast System（以下、CBS という）の導入について 

「3-1（4）」の活動の一環として、UB 市に CBSを導入することを検討している。CBSは、地震

等の災害発生時に UB 市民に対して、災害に対する情報を伝達、通報するもので、地震等の発災

後の迅速・的確な応急対応を可能にすることを主たる目的としている。災害情報等を防災訓練時

に使用することで一般市民の地震災害に対する意識向上にも資することが期待される。設計の検

討にあたっては、UB 市の通信状況及び各携帯電話会社の設備状況を十分考慮するとともに、将

来必要に応じて拡張することが容易な柔軟性を備えた設計とする。 

（14） モンゴルの気候 

UB 市は、冬季に極めて厳しい気候となり、凍死、施設（ライフラインインフラ等）の凍結に

よる機能不全、破損などが予想されることから、プロジェクトのあらゆる段階において十分な配



 

3-6 

慮をすること。 

（15） ジェンダー配慮 

過去の災害事例より導き出された教訓として、災害リスク、被災パターン、被害内容、被災後

の影響等は、男女間（及びコミュニティ内の構成員間）で異なることが多く、また救援ニーズも

男女で異なることから、防災におけるジェンダー視点の重要性が認識されている。従って、基礎

調査実施において男女別データを収集・分析するとともに、地震防災計画作成の際には、女性の

視点が計画に十分反映されるよう関係者のジェンダーバランスに配慮し十分な女性の参加を確保

するとともに、男女の異なる災害リスク、被災パターン、救援ニーズ等を適切に把握し、その違

いに配慮した計画作りを行うこと。 

（16） 環境社会配慮 

震災時に発生する瓦礫など多量の災害廃棄物処理、災害時のし尿処理問題、危険物施設の被害

による環境問題、耐震改修時のアスベスト問題など、地震災害・防災に関わる環境問題に関して

配慮すべき事項を検討する。 

（17） 広報活動 

本プロジェクトは、「3-1（4）」のキャパシティディベロップメントに最終的な成果が集約され

る予定である。そのため、プロジェクト開始時から多くの関係者や市民に周知することが、最終

的な成果の効果の発現に繋がると考えられるため、プロジェクト開始時より広報の方法（プロジ

ェクト名称の略称を含む）を提案し、先方と決定し広報に努めることが重要。 
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Organisation Name Job title

Emergency Management Department of the
Capital City

B Khalzankhuu 局長

Emergency Management Department of the
Capital City

C Dacaanorov 総務課長

National Emergency Management Agency T Sengee 防災局長

National Emergency Management Agency D.Ariudalai 情報通信技術課長

National Emergency Management Agency Sukhbaatar インフラ地震防災班長

Ministry of Minerals and Energy D.Buuveijargal specialist

Ministry of Road, Transportation,
Construction and Urban Development

G.Khuushaan
Deputy Director  Road &
Transportation Policy Development

Ministry of Road, Transportation,
Construction and Urban Development

G.Narangerel specialist

Ministry of Food, Agriculture and Light
Industry

R.Sharavnyambuu officer

Ministry of Railway MANDAKHBAYAR.D
Head of the Technics and technology
Development Division

Information Communication Technology and
Post Authority

A Gantumur Officer

Administration of Land Affairs,
Construction, Geodesy and Cartography

ALTANTUUL Gombodorj 所長

The General Agency for Specialized
Inspection Regulatory Agency

JARGAL Dorjnyam
Chairman of state department for
infrastructure inspection

National Security Council Y. Jorgalscuikaan Senior officer

Construction Urban Development and
Planning Agency

ERDENETUYA.T
General engineer of Urban Development
and planning department

Emergency dep, UB D.Chinzorig head of administration dep

Capital City Road Department KHASABAATAR GundenbaExternal relations and project officer

Mongolian Association of CIVIL
ENGINEERS

GANZORIG Erdene 会長

Research Centre of Astonomy &
Geophisics

M.Ulziibat sector head

Research Centre of Astonomy &
Geophisics

J　Tsogt Geologist

オリエンタルコンサルタンツ 工藤利昭
都市開発実施能力向上プロジェクト専
門家

World  Bank Toyoko Kodama
Operation Officer Urban Development
Sector Unit East Asia and Pacific

UNDP Thomas Eriksson Deputy Resident Representative

ウランバートル市地震防災能力強化プロジェクト詳細計画策定調査 主要面談者リスト
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The List of Existing Bridges in UB 

 

No. ID 
No. Bridge Name 

Dimension Constructed 
Year Type 

L (m) W (m)
1 4 Arslantai Bridge 52 13 1962 RC girder
2 5 Uliastai tsaad Bridge /Left/ 97 8+1.0*2 1967 RC girder
3 6 Uliastai tsaad Bridge 60 8 1985 RC
4 7 Uliastai tsaad Bridge 18 8 1963 RC
5 8 Bridge over the Hol river 21 8 1963 RC girder
6 9 Chuluut am Bridge 11 8 1963 RC girder
7 10 Bayanzurkh Bridge 252.6 7+0.75*2 1967 RC girder
8 11 Zaisan West am Bridge 18 7.5 1971 RC girder
9 12 Bridge in front of the 14 khoroolol 20 7+0.75*2 1963 RC
10 13 Enkhtaivan Bridge 339.5 16.8 1961 RC girder
11 14 Yarmag Bridge 259.4 8.5+1.5*2 1961, 1967 RC girder
12 15 Yarmag Bridge to Airport 10 8+1.25*2 1961 RC slub
13 16 Tolgoit Parallel Bridge 72 9*2+1.5*2 1987 RC girder
14 17 Selbe dund Bridge 51.12 9.0+1.5 2002 RC girder
15 18 Dund gol Deed Bridge 60.4 9+1.5*2 1975 RC girder
16 19 Ikh Tenger Bridge 258 11.5+1.5*2 1994 RC girder
17 20 Ikh Tenger dood Bridge 12 7.5 1979 RC girder
18 21 Zaisan Bridge 224 9+1.5*2 1971 RC girder
19 22 Dund gol Dund Bridge 44 11+1.5*2 1961 RC girder
20 23 Dund gol Dood Bridge 67.95 11*2+3+1.5*2 1975 RC girder
21 24 Sonsgolon Bridge 297 8+1*2 1971 RC girder
22 25 Turgen river Bridge 39.75 10.5+1.5*2 1987 RC girder
23 26 Poultry farm Bridge 256 8 1989 RC girder
24 27 Gurvaljin Bridge 108 12*2 1989 RC girder
25 28 Naran Bridge 36 10.5+1.5*2 1986 RC girder
26 29 Bridge behind Meat Factory 54 10.5+1.5*2 1986 RC girder
27 30 Nairamdai Bridge 18 7.5 1986 RC girder
28 31 Rashaant Bridge 12 8+0.75*2 1991 RC
29 32 Khailaast Bridge 24 18+3.0*2 1987 RC girder
30 33 Chingeltei Bridge 24 18+3.0*2 1987 RC girder
31 34 Sharga Morit Bridge 50.4 7+0.75*2 1982 RC girder
32 35 Selbe gol Deed Parallel Bridge -1 58 7.5+0.75*1 1963 RC girder
33 36 Selbe gol Deed Parallel Bridge -2 55 7.5+1.25*1 1982 RC girder
34 37 Selbe gol Dund Bridge 33 16 1963 RC girder
35 38 Bridge behind Chinggis hotel 45 1990 RC
36 39 Dambadarjaa Bridge 60 8+1*2 1995 RC girder
37 40 Dambadarjaa naad Bridge 24.1 8+1.1*2 1990 RC girder
38 41 Gachuurt Bridge 30 8 1984 RC girder
39 42 Gachuurt Bridge 18 8 1984,1988 RC girder
40 43 Ikh Tenger deed Bridge 17.5 8+0.75*2 1979 RC girder
41 44 Nalaikh Bridge 27  RC
42 45 Zaisan East Bridge 12 8+0.3*2 1973 RC girder
43 48 Milk factory Bridge 15.8 14+4.55*2 1996 multi box
44 50 Baruun-uul Dithc Bridge 27.67 8 1986 multi box

45 51 Bridge over the ditch west behind the 1st 
khoroolol 16.5  2007 RC 

46 52 Bridge to Khandgait-Sanzai 9 7+1*2 2004 RC girder
47 53 East Bridge to Khandgait-Sanzai 9 7+1*2 2004 RC girder
48 54 Tolgoit ger area road Bridge 18 2004 RC
49 55 Tolgoit Zuun Salaa road Bridge 12 7 2004 RC girder



50 56 Bridge behind the 1st district 18 6+1.5*2 2006 Combined
51 57 Naran river Bridge 23.4 2009 RC

52 58 Damdinsuren street Bridge over the Selbe 
river 48.8  2009 RC 

53 59 Bridge over the ditch west of the 39-th 
secondary school 10.6  2010 RC 

54 60 New right side Bridge of the Uliastai river 
Bridge to become parallel 97  2010 RC 

55  Morin/Horse/Hill Bridge 27 2009 RC
56  Khailaast 1.1 km length road Bridge-1 9 2011 RC
57  Khailaast 1.1 km length road Bridge-1 9 2011 RC
58 (25) Bridge on west side of Toll Gate near Airport 7 8 1975 RC girder

59 (54) Bridge behind 1st khoroolol over drainage 
ditch 24 7 2000 RC girder 

60 (57) Tolgoit West Bridge 6.5 6 2004 RC slub
61 (58) Bridge on South of Denjiin Myanga Market 6 7 1978 RC slub
62 (59) Bridge on Chingeltei – KhaiIaast Road 18.6 7 2003 RC girder
63 (60) Bridge on MCS Summer Camp Bridge 24 6 2005 RC girder
64 (61) Bridge over Ikh Naran Ravine 18 7 2004 RC slub

 



付属資料4

ウランバートル市鉄道橋リスト

(1)　メインルート（西から順番）

番号 橋梁名 距離 橋梁 橋長 支間長 建設年 建設国 備考

1 399PK10 RC単純3径間 34.0m 6+16.5+11.5 1986 ソ連 洪水時の水路を横過

2 406PK26 RC単純3径間 34.5m 3＠11.5 1954 ソ連 セレブ川上を横過

3 407PK7 RC単純2径間 9.4m 2＠4.7 1954 ソ連

4 Box-Culvert 409 RC W=2.5,H=2.0 2011

5 411PK8 RC単純 4.7m 4.7 1954 ソ連

6 ウルアスタイ橋 413 PC 約100m 1954 ソ連 ウルアスタイ川を横過

7 トール橋 415 鋼単純8径間 236m 8＠27.3 1954 ソ連
トール川を横過
軍により監視（軍事室と
監視塔がある）

(2)　支線ルート（西から順番）

番号 橋梁名 距離 橋梁 橋長 支間長 建設年 建設国 備考

1 RC単純 7.3m 7.3 1954 ソ連
石灰を向上へ運ぶ
洪水時の水路上を横過

2 鋼単純 12.0m 12 1970年代 ソ連 石油を向上へ運ぶ

3 鋼 約70m 1966 ソ連 石炭を向上へ運ぶ
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文書タイトル 言語

1

RESOLUTION OF THE GOVERNMENT SOME ACTIVITIES FOR REFINING
STANDARDIZATION AND CONFORMITY ASSESSMENT WORK  Date:June 14,2005
Number 127

英語

2 RESOLUTION OF THE GOVERNMENT OF MONGOLIA Date:October 31,2007  No.282 英語

3
Earthquake Disaster Risk Management Scenario For Ulaanbaatar,Mongolia  Final
Report July,4,2001

英語

4
LAW OF MONGOLIA ON CONSTRUCTION/INNOVATED EDITION  February5th,2008
Government palace,Ulaanbaatar city

英語

5
Earthquake Disaster Risk Management Scenario For Ulaanbaatar City,Mongolia  Final
Report January,2000

英語

6 代表橋梁点検結果資料　2003 モンゴル語

7 代表橋梁の設計図　2007 モンゴル語

8 ACCEPTANCE CERTIFICATE OF THE GOODS/MORTCOD所有機材リスト モンゴル語

9 鉄道の設計要領 ロシア語

10 道路の設計要領 ロシア語

11 国家非常事態局作成パワーポイント モンゴル語

12 橋梁データ モンゴル語

13 バヤンズルフ橋データ モンゴル語

14 Attachment:2 Project Location Map 英語

15
(Prevention, Rescue and Relief) THE EMERGENCY MANAGEMENT DEPARTMENT OF
THE CAPITAL CITY

英語

16 モンゴル国都市開発実施能力向上プロジェクト紹介冊子 日本語

詳細計画策定調査時収集資料リスト
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